
■ 宅地開発事業の手続きの流れ 
 

瑞穂市宅地開発事業の適正化に関する指導要綱による流れ          都市計画法による手続きの流れ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
     
 
     
 
 

 

※ 対象事業 

・都市計画区域での 1,000 ㎡以上の開発行為 

・準都市計画区域での 3,000 ㎡以上の開発行為 

・市街化調整区域での開発行為 

  

 

・設計指導基準に基づき審査（第 7条第 1号） 

 

 ・設計指導基準、公共施設の構造等の技術基準に基づき審査（第 7条） 

 

※ 協議対象外事業 

・都市計画法第 29 条に規定する開発行為の許可を要する事業 

・市長等管理者が、公共施設等協議に係る手続き等を別に定めている事業 

・市長等管理者が、協議を必要としない事業 

市の各管理者との事前相談 

事前協議申出（第 5条第 1項） 

公共施設等計画協議申出（第 6条第 1項） 

工事の着手（第 10 条） 

公共施設等の引継ぎ協議（第12条第1項） 

適合確認、検査（第 12 条第 3項） 

改善工事等の実施 

改善状況が確認できる写真等書類提出 

（第 12 条第 5項） 

公共施設等の引継ぎ 

調整会議（第 5条第 2項、第 14 条） 

審査（第 6条第 2項） 

 事業計画変更要請通知 
（第 5条第 4項） 

 事前協議結果通知 
（第 5条第 3項） 

 基準に適合しない旨の通知 
（第 6条第 4項） 

公共施設等計画承認 
（第 6条第 3項） 

 

※ 引継ぎ手続対象外事業 

・市長等管理者が、公共施設等協議に係る手続き等を別に定めている事業 

・市長等管理者が、協議を必要としない事業 

管理引継願、瑕疵担保引継書（第 12 条第 2項） 

 検査の指摘事項通知 
（第 12 条第 4項） 

 

・設計指導基準、公共施設の構造等の技術基準に基づき審査(第7条) 

市長等管理者の審査 

開発許可申請（法第 29 条） 

工事の着手 

 

・技術基準、市街化調整区域の許可基準により審査 

（法第 33 条、法第 34 条） 

同意・協議書交付 

公共施設用地帰属 
（法第39条、法第40条） 

 受 理 通 知 
（第 12 条第 6項） 

公共施設管理者協議（法第 32条） 

工事完了届（法第 36 条第 1項） 

不許可（法第 35 条） 

完了検査済証交付 
（法第36条第2項） 

許可（法第 35 条） 

審 査 

完了検査(法第36条第2項) 
 

⇒ 道路法等の自費工事申請 
  

所
管
課
で
の
手
続
き 

事業者の行為 

事業者が市に提出する書類

市の行為 

建築主事が事業者に交付

岐阜西濃建築事務所の行為

市が事業者に交付する書類

凡 例

助言、勧告（第 11 条） 

関係者への周知、関係者の同意（第 8条） 
工事施行上の防災措置等（第 9条） 

所
管
課
で
の
手
続
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完了公告(法第36条第3項) 
 

【様式第 1号】 

【様式第 2号】 【様式第 3号】 

【様式第 4号】 

【様式第 5号】 【様式第 6号】 

【様式第 8号】 
【様式第 9号】 

【様式第 10 号】 

【様式第 11 号】 


